
財政上の支援措置の改善提案に対する協議の結果（論点シート）
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1回目

厚生労働省健
康局がん対
策・健康増進
課

平成27年度 日本
医療研究開発機
構研究費

C
対面協議を踏まえ対応方針を検討したが、医療分野の研究開発及び環境整備等に関する業務については、現
在、国立研究開発法人日本医療研究開発機構（平成27年４月１日設立）が担っており、公募課題の設定、応募さ
れた研究課題の採択の可否等を行っているため、厚生労働省では対応困難。

d

○公募課題の設定等について日本医療研究開発機構が実施しているため、貴省として対応が困難なことは理解
した。今後、日本医療研究開発機構や内閣官房健康・医療戦略室等とも別途協議させていただき、その中で、貴
省の判断が必要となる場合には、改めて協議をお願いしたい。なお、貴所管に係る日本医療研究開発機構の担
当部署を紹介いただきたい。
○また、実務者協議では、総合特区推進調整費を日本医療研究開発機構の補助事業に充当することについて協
議させていただいた。この論点に関する貴省の見解について、書面で回答をいただきたい。

厚生労働省から、公募課題の設定等については、現在、国立研究開発法人日本医療研究開発機構が担っている
ため対応できないとの回答がされているところであるが、指定自治体は、日本医療研究開発機構の担当部署の
教示を要望しており、厚生労働省はこれにつき検討すること。
また、指定自治体は、内閣府が所管する総合特区推進調整費が、日本医療研究開発機構の補助事業に係る厚
生労働省所管の予算に対して移し替えられた場合に、これを日本医療研究開発機構に充当することの可否につ
いて、厚生労働省としての見解を求めており、このことについて、厚生労働省は引き続き検討を行うこと。

Ⅳ

2回目

厚生労働省健
康局がん対
策・健康増進
課

平成27年度 日本
医療研究開発機
構研究費

C

日本医療研究開発機構の担当部署については、個々の研究事業により異なるため、同機構のホームページ等を
ご確認いただきたいが、例えば、革新的がん医療実用化研究事業を行っている担当部署は戦略推進部がん研究
課である。
また、総合特区推進調整費が独立行政法人の補助事業に充当されることについては、総合特区制度を所管する
内閣府において見解を示すものと考えられるが、他方、医療分野の研究開発においては、年度途中における研究
開発の加速等の理由等により、予算配分を各省の枠にとらわれずに機動的かつ効率的に行うものとして医療分
野の研究開発関連の調整費があるところ、当該研究に対しては本調整費が執行されるべきであり、別途総合特
区推進調整費が充当されることは調整費の二重執行になることから適切ではないと考える。

c

○当事案に関する日本医療研究開発機構の想定担当部署を教示いただき、ありがとうございました。今後、まず
は、貴省より教示いただいた部署等へ相談を行うこととしたい。
○総合特区推進調整費を独立行政法人の補助事業に充当することについては、内閣府とも協議を行いたい。
○また、貴省見解にある調整費の二重執行との指摘については、議論が必要な論点であると考えている。日本医
療研究開発機構の「調整費」は、国が定めた戦略に基づくトップダウンの研究を推進するものであり、総合特区推
進調整費は、地域の主体的取組を支援する観点から、地域からの提案を踏まえて使途を確定し、内閣府の予算
を関係府省に移し替えて執行するものであるなど、各調整費の趣旨・目的は異なるところ。総合特区制度の趣旨
を踏まえ、特区事業の推進の観点から、引き続き、内閣府及び厚生労働省と協議させていただきたい。

　厚生労働省から、本研究については医療分野の研究開発関連の調整費が執行されるべきであり、別途総合特
区推進調整費が充当されることは調整費の二重執行となり適切ではない旨の見解が示されたところ、指定自治体
は「受け入れられない」と回答しており、引き続き協議を要望している。これについて、今回の協議の中で結論を得
ることは時間的に困難であるため、一旦協議を終了する。
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1回目

厚生労働省健
康局がん対
策・健康増進
課

平成27年度 日本
医療研究開発機
構研究費

C
対面協議を踏まえ対応方針を検討したが、医療分野の研究開発及び環境整備等に関する業務については、現
在、国立研究開発法人日本医療研究開発機構（平成27年４月１日設立）が担っており、公募課題の設定、応募さ
れた研究課題の採択の可否等を行っているため、厚生労働省では対応困難。

d 貴省としての対応が困難であることは理解したが、国立研究開発法人日本研究開発機構と厚生労働省との間
で、公募課題の設定について連携できるような仕組み等特区事業の遂行ができる枠組みを検討いただきたい。

厚生労働省から、公募課題の設定等については、現在、国立研究開発法人日本医療研究開発機構が担っている
ため対応できない、と回答されているところであるが、指定自治体は厚生労働省より提示された回答について検
討を行い、国立研究開発法人日本研究開発機構と厚生労働省との間で、公募課題の設定、応募された研究課題
の採択の可否等について連携できるような仕組み等、特区事業の遂行ができる枠組みの検討を要望する旨の回
答があったため、厚生労働省は、指定自治体より提示された回答に対して、その対応の可否について引き続き協
議を行うこと。
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2回目

厚生労働省健
康局がん対
策・健康増進
課

平成27年度 日本
医療研究開発機
構研究費

C

国は医療分野研究開発推進基本計画及び毎年度の予算の基本方針に基づき、日本医療研究開発機構に対し財
源措置を行っているところであるが、一方、個別の研究課題の設定といった環境の整備等については、同計画の
達成に向けて同機構が行う業務とされているものである。公募課題の設定について連携できるような仕組み等、
特区事業の遂行ができる枠組みを検討については、独立行政法人の業務運営における自主性が十分に配慮さ
れなければならないという独立行政法人通則法の趣旨を鑑みると難しいと考えている。

d
自治体は、現行制度では特区事業の遂行が困難であることを対面協議で確認し、特区事業の遂行ができる枠組
みの検討を要望した。内閣府からは厚生労働省に対して「その対応の可否について引き続き協議を行うこと」との
コメントがあるが、厚生労働省の回答は「難しいと考えている」という内容であった。上記経緯の上、貴省の対応が
難しい旨、理解した。

　厚生労働省から、特区事業が遂行可能な枠組みの検討につき、独立行政法人の業務運営における自主性とい
う独立行政法人通則法の趣旨から対応が困難との見解が示され、この見解について指定自治体が了解している
ことから協議を終了する。

Ⅴ

経済産業省
商情局ヘルス
ケア産業課医
療・福祉機器
産業室

B 事業内容について、本件は、レギュラトリーサイエンスに係る調査研究を主としていることから、（調査研究自体で
はなく）当該事業の成果を事業化する段階において、「医療機器開発支援ネットワーク」の活用等が想定される。 b

現行の予算制度については理解したが、当該案件については、事業を切り分けて行うものではなく、各事業が密
接に関連する総合的なプロジェクトであるため、関係府省の予算を集約するか、メインとなる省庁の予算で省庁横
断的に執行をしていく必要がある。そのため、ご提示いただいた既存予算制度を活用していくのであれば、研究か
らその成果を事業化するまでの一体的な支援をお願いしたい。
　なお、我が国の特許技術を中心として成立した国際標準IEEE802.15.6に準拠した医療用無線BAN（ボディエリア・
ネットワーク）等、我が国が世界に誇る先端科学技術に基づく医療機器等を、すでに連携協働の多くの実績のあ
る先進国（フィンランド等）と技術およびレギュレーション上で連携を深め、すでに連携体制が整った新興国（アブダ
ビ首長国等）と大規模な社会・臨床試験や認証を、京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略特区において実施
し、新医療グローバルビジネスを米国などより早期に成功させるためには、本事業が、今こそ必要である。特に、
科学技術イノベーションと医療グローバルビジネスの間の困難な壁を乗り越えるために、本事業の特長である国
際標準化とレギュラトリーサイエンスは現在および今後の我が国の世界戦略に極めて有効である。

経済産業省から、「医療機器開発支援ネットワーク」の活用により、実現可能である旨の回答があったところ、指定
自治体は「医療機器開発支援ネットワーク」を活用していくのであれば、研究と事業化を切り分けることなく一体的
な支援を要望する旨の回答があったため、経済産業省は、指定自治体より提示された回答に対して、その内容を
精査し、対応の可否や条件・代替案について、引き続き協議を行うこと。

Ⅳ

厚生労働省
医薬食品局医
療機器・再生
医療等製品担
当参事官室

C センターの業務やレギュラトリーサイエンス研究について、事業計画等が具体的に定まっていないことから、どの
ような支援ができるか判断できないため。 b

  本事業は、革新的な医療機器等に対する安全性や有効性の具体的な評価手法を確立することにより、早期の
実用化を図り、国民に最新の医療を速やかに提供するとともに、先端科学技術による効率的な治験データ収集や
経済的な市販後治験等による危険性のリスク管理を組織的に行い安全性を確保することが目的である。そのため
には、最新技術を活用した医療機器の評価基準の定量化やその測定法、評価法の研究や開発支援ばかりでな
く、安全上のリスクを解消する科学技術を研究開発、提供するとともに、新たなレギュレーションの技術基準の策
定に協力し、さらにそうした評価法等を実践できる人材育成を行うものである。特に、貴省におかれては、医療機
器のグローバル治験、グローバルビジネスを、我が国のリーダーシップの下に推進するために、京浜臨海部ライ
フイノベーション国際戦略特区を活用し、評価法の研究開発に係る支援として、センターの整備、評価手法の研
究、治験の実施などの面で支援をお願いしたいと考えている。
  医療用無線 ＢＡＮ（ボディ・エリア・ネットワーク）に代表される我が国発の先端科学技術を活用した最先端医療
機器により、国際競争をリードするためには、国際標準化を視野に入れた評価手法（レギュラトリーサイエンス）の
確立と、より一層の研究開発が必要であるため、特段のご配慮をいただいた上で、それを支援する競争的資金等
の制度を新規に創設していただけるよう、ご検討をお願いできればと考えております。

厚生労働省から、研究についての事業計画等が具体的でなく、どのような支援ができるか判断できないと回答さ
れているところであるが、指定自治体は、厚生労働省より提示された回答について検討を行い、事業内容等を具
体化した上で、支援を要望する旨の回答があったため、厚生労働省は、指定自治体より提示された回答に対し
て、その内容を精査し、対応の可否や条件・代替案について、引き続き協議を行うこと。

Ⅳ
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商情局ヘルス
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B

　第１回書面協議において回答いただいた「研究からその成果を事業化するまでの一体的な支援をお願いした
い。」という要望は、正に「医療機器開発支援ネットワーク」事業のコンセプトとなる。
　その為、現行制度（ネットワーク事業）で十分対応可能となるため、積極的に活用いただきたい。
（※医療機器開発支援ネットワーク・・・事業者・大学による医療機器の開発・事業化を推進するため、関係各省
（内閣官房、文科省、厚労省、経産省）や専門支援機関、地域支援機関が連携し、開発初期段階から事業化に至
るまで、「伴走コンサル」として切れ目ないワンストップ支援を行うもの。）

b

・経済産業省からの回答の通り、研究から事業化までを一体的に推進する上で、H27年度経産省エネ庁補助事業
「アブダビの通信会社および大学と共同した医療分野に活用可能な通信技術の実証とそれを通じた人材育成」と
連動し、国内ネットワークだけではなく国際ネットワーク化することにより、H28年度以降、「医療機器開発支援ネッ
トワーク」を活用することとしたい。
・具体的には、レギュラトリーサイエンスに基づく先端科学技術による医療機器の研究開発から薬機法承認、中
東、アフリカ、アジア、南米へのグローバルビジネス展開を行うためには、経産省と厚労省の連携が必須である。
・さらに、我が国主導で国際標準化IEEE802.15.6に成功した医療用無線ボディエリアネットワーク（BAN）に代表さ
れる先端医療機器を、神奈川県（京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区、国家戦略特区）と、文科省
との連携により、レギュラトリーサイエンスの教育、活用には、科学技術イノベーションに必要な自然科学と、グ
ローバルビジネスと法制・行政に必要な社会科学の文理融合の横浜国立大学が連携することで、実績のあるフィ
ンランド、米国、シンガポールの国際医療ネットワークを活用できる。

　経済産業省から、本事業に係る財政支援要望については既存の「医療機器開発支援ネットワーク」の活用によ
り実現可能との見解が示され、指定自治体も当該ネットワークを活用する意向を示していることから、協議を終了
する。
　但し、要望が実現できないことが明らかとなり、指定自治体が再協議を希望する場合は経済産業省と改めて協
議を行うものとする。

Ⅰ

文部科学省国
立大学法人支
援課

Z 横浜国立大学における教育課程・教育研究組織に関する内容であると考えられることから、大学との調整を行
い、構想を具体化した上で、必要に応じ、横浜国立大学の予算要求として御相談いただきたい。 b

・本事業の趣旨は、科学技術イノベーションによる医療機器の社会導入、ビジネスに必要なレギュラトリーサイエ
ンスを、学部生、大学院生に対する教養教育、専門教育として行うばかりでなく、レギュラトリーサイエンスを実践
できる国際的に通用するリーダーとなる社会人、大学院生を育成であるということにある。
・その理由は、従来、先端科学技術があっても、その社会実装、グローバルビジネスを成功させるために必要なリ
スク管理、国際戦略を論理的に組み上げ、他国も含めた産官学情勢を踏まえたリーダーがわが国に不足してお
り、その養成が急務であるからである。
・レギュラトリーサイエンスに基づき、革新的な医療機器等に対する安全性や有効性の具体的な評価手法を、医
療機器の有効性（ベネフィット）と危険性（リスク）を科学的に解析、評価する手法の研究や開発とともに、その国家
レベルの社会サービスやグローバルビジネスを成功させるためのマネージメントや法的な保障を、総合的に教育
する必要がある。そのためには、横浜国立大学のような自然科学系部局（工学、環境情報、都市イノベーション）と
社会科学系部局（経済、経営、法学、教育人間学）からなる大学による、大学をあげての文理融合による研究、教
育が有効である。
・そのために、レギュラトリーサイエンスに精通し、京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区を活用した、
研究開発、標準化、社会・臨床実験、解析評価、法制化、認証、ビジネス等を実践できる研究者、医療従事者、行
政職、経営者などの広範な人材を育成する教育プログラム、研究開発を通じた人材育成（ＯＪＴ）などの面で支援
をお願いしたいと考えている。
・なお、その実施のために、横浜国立大学が貴省リーディング大学院プログラム申請に向けて策定した「デペンダ
ブル未来社会イノベーション創生リーディング大学院 レギュラトリ科学に基づく横浜エリート 自然・社会科学
（Yokohama Elite Natural & Social Sciences: YES） 総合学位プログラム」（H25年度不採択）を活用することにより、
十分な準備ができている。

　文部科学省から、本事業は横浜国立大学における教育課程・教育研究組織に関する内容であることから、同大
学への予算要求により対応すべきとの見解が示されたが、これに対して指定自治体は、国際総合戦略特区として
の支援を要望している。指定自治体の要望の実現には、本事業の内容等につき検討する必要があるが、これに
ついて、今回の協議の中で結論を得ることは時間的に困難であるため、一旦協議を終了する。

Ⅳ

C

　我が国発の先端科学技術を活用した最先端医療機器の開発については、
① 医療機器の開発の迅速化及び医薬品医療機器法審査の円滑化に資する評価指標の検討、作成を行うため、
経済産業省と合同で検討会を設置していることや
② 厚生労働科学研究補助金により医療機器の評価に係る研究の実施の枠組みにより、対象となる製品群ごとに
適用されるべきレギュラトリーサイエンスの研究成果等をおのおの踏まえながら、評価指標を検討しているところ
である。

今回の提案では、レギュラトリーサイエンス研究について、具体的な機器の開発計画が示されておらず、どのよう
な支援（全国的なものか等）ができるか判断できない。（不明な点が多く判断が困難。）

（不明な点）
○　情報技術(ICT)を使用したネットワークサービス（医療用無線BAN）の研究か、医療機器の研究か、計画の内
容を明確に示していただく必要がある。
○　医療機器の研究の場合、具体的に何の機器を開発する計画か。（県の薬務課等で開発予定の製品が、医療
機器に該当するか確認が取れているとなおよい。）
○　また、医療機器の研究の場合、どのような医療の場で使用され、どのような使用目的か、またどのようなス
ペックの製品を目指しているか等を盛り込んだ開発計画の提示を求めたい。同計画中、困難な点について、国の
支援が必要だとする説明も必要。
○　その上で、研究費の支援要請となれば、厚労省に期待する研究費の範囲を明確に示してほしい。（医療分野
における開発経費とすればAMED及び厚労省内の複数部課にまたがる可能性があり、調整が必要。）

Ⅴ
　厚生労働省より、レギュラトリーサイエンス研究については、機器の開発計画等不明な点が多く、支援可能か判
断できないため、対応しないとの見解が示されたことに対して、指定自治体から上記不明点についての説明がな
されたうえで、厚生労働省の回答に対して、国の支援制度が必要であるとしつつも了解していることから、協議を
終了する。

貴省の不明な点について、下記のとおり回答したい。
Q1: 医療機器無線ＢＡＮの研究か、医療機器の研究か、計画の内容を明確に。
A1:特区における実績のある医療機器無線ボディエリアネットワーク（BAN)を中心とする先端情報通信技術（ICT)
に基づく医療機器の研究だけでなく、実用機器の開発と、グローバルビジネスに必要な標準化（市場確保）と法制
化（薬機法承認）を推進する。

Q2:医療機器研究の場合、具体的に何の機器を開発する計画か。
A2:特区における実績のある医療機器無線ＢＡＮを中心とする先端情報通信技術（ICT)に基づく医療機器から共通
なアプローチにより発展させ、ダビンチのような先端ロボット技術に基づく遠隔医療機器や、バイオマーカーなどの
先端生化学技術に基づく医療機器など、およびそれらがネットワークで接続された統合医療ネットワークシステム
を対象とする。また、その実現に必要なマテリアルも含む。

Q3:医療機器研究の場合、どのような医療の場で使用されるか、スペック等を盛り込んだ開発計画の提示。
A3:病院に限らず、家庭、オフィスなどの生活環境のあらゆる場面での医療（ユビキタス医療）を環境で使用され
る。特に、神奈川県の「未病プロジェクト」に代表されるように、病人だけでなく、健常人から病人予備軍も含めた国
民全員を対象とする。
本事業の特長は、日本が先端科学技術による医療機器に関するグローバル治験・グローバルビジネスの中心と
なることを目標とし、最終的に、ソフトウェアの更新も前提とした医療機器の自動認証システムや市販後治験シス
テムも含めた、医療機器の安全性と経済性を常時検証できる環境を提供する。

Q4: また、困難な点について、国の支援が必要であるという説明。
A4：薬機法などの法制（厚労省）、国際ビジネス・標準化（経産省）、人材育成・大学活用（文科省）省庁間の連携
なくして、実行できない。特に、京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略特区において、途上国との新規グローバ
ルビジネス・社会サービス・人材育成、先進国との協働研究開発・国際標準化・法制化（グローバル治験）を推進
するために、国による支援が不可欠であります。

Q5:：厚労省に期待する研究費の範囲。
A5:厚労省所管のPMDA、医療研究機関との連携に必要な活動資金、新規医療機器の試作、治験データ収集・解
析設備、検証に必要な測定機器やソフトウェアの経費、国際連携活動に必要な人材雇用、旅費、事務経費など。

b

指定自治体と対面協議を実施したが、書面での提案内容と対面協議での要望内容に違いがあったことから、指定
自治体におかれては、要望内容を具体化し、関係大学等とも調整をされた上で、再度御相談いただきたい。 Ⅳb

文部科学省から、書面での提案内容と対面協議での要望内容の相違について、また、要望内容を具体化し関係
大学等との調整をするよう回答されているところであるが、指定自治体は文部科学省より提示された回答につい
て検討を行い、要望内容を具体化した上で回答を行ったため、文部科学省は、指定自治体より提示された回答に
対して、その内容を精査し、対応の可否や条件・代替案について、引き続き協議を行うこと。

 本事業は、革新的な医療機器等に対する安全性や有効性の具体的な評価手法を確立することにより、早期の実
用化を図り、国民に最新の医療を速やかに提供するとともに、先端科学技術による効率的な治験データ収集や経
済的な市販後治験等による危険性のリスク管理を組織的に行い安全性を確保することが目的である。そのために
は、有効な新医療機器に必要な先端科学技術や、医療機器の有効性（ベネフィット）と危険性（リスク）を科学的に
解析、評価する手法の研究や開発とともに、その国家レベルの社会サービスやグローバルビジネスを成功させる
ためのマネージメントや法的な保障を、総合的に教育する必要がある。そのためには、横浜国立大学のような自
然科学系部局（工学、環境情報、都市イノベーション）と社会科学系部局（経済、経営、法学、教育人間学）からな
る大学による、大学をあげての文理融合による研究、教育が有効である。こうした中、貴省におかれては、京浜臨
海部ライフイノベーション国際戦略特区を活用した、研究開発、標準化、社会・臨床実験、解析評価、法制化、認
証、ビジネス等を実践できる研究者、医療従事者、行政職、経営者などの広範な人材を育成する教育プログラ
ム、研究開発を通じた人材育成（ＯＪＴ）などの面で支援をお願いしたいと考えている。
   代表例として、医療用無線ＢＡＮ（ボディ・エリア・ネットワーク）という我が国発の技術を活用した最先端医療機
器により、国際競争をリードするためには、国際標準化を視野に入れた評価手法（レギュラトリーサイエンス）の確
立はもとより、そうした手法を実践できる国際的に通用する人材育成が不可欠であるため、特段のご配慮をいただ
いた上で、それを支援する競争的資金等の制度を新規に創設していただけるよう、ご検討をお願いできればと考
えております。

2回目

文部科学省
国立大学法人
支援課

Ｚ

厚生労働省
医薬食品局医
療機器・再生
医療等製品担
当参事官室

新規予算制度の創設

内閣府記載欄

［Ⅰ：実現が可能となったもの　Ⅱ：実現に向けて概算要求等の検討がなされるもの　Ⅲ：要望内容の実現に向けて、条件
や代替案等を検討し協議を継続して行うもの　Ⅳ：見解の相違があり、要望実現の方向性を導けるよう、引き続き協議を継
続して行うもの、または見解の相違により、協議を一旦終了するもの　Ⅴ：自治体が再検討を行うもの、または提案の取り

下げを行うもの］

60 国際 4

京浜臨海
部ライフイ
ノベーショ
ン国際戦略
総合特区

公募の補助上限50,000千円について、100,185千
円へ拡充

「アミノインデックス
技術」に基づく検体
情報収集とデータ
解析事業

個別化･予防医療を目的とした特区構想の一つの核として、神奈川
県のフィールドを全面的に活用し、アミノインデックス®がんリスクス
クリーニング（AICS）結果及び診療データを基に、１）現行のがん検
診では検出されない早期がん発見による検診精度の向上、２）２年
以内のがん発症予測の検討を行うことにより革新的な早期診断法
を確立することを目的とし「血中アミノ酸プロファイルを用いた革新
的がん診断技術に関する前向きコホート研究（AICSフォローアップ
研究）」を実施する。

横浜市立大学 厚生労働省

日本医療
研究開発
機構研究
費

拡充

国と地方の協議【書面協議】担当省庁の見解

［Ａ：概算要求等として引き続き検討（全国展開、特区含む）、Ｂ：現行制度で対応可能、Ｃ：対応しない、Ｚ：自治体が検討］

国と地方の協議【書面協議】指定自治体の回答

［ａ：了解、ｂ：条件付き了解、ｃ：受け入れられない、ｄ：その他］

1回目
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京浜臨海
部ライフイ
ノベーショ
ン国際戦略
総合特区

超早期がん診断法
の開発および解析
データ集積による
ゲノム関連産業プ
ラットフォーム

神奈川県立がん
センター・神奈川
県立病院機構、
東京大学医科学
研究所、研究開
発に関連する企
業（DeNA、味の
素等）

厚生労働
省

神奈川県立がんセンター・神奈川県立病院機構、東京大学医科学
研究所他、研究開発に関連する企業が共同し、がん組織やがん患
者検体の遺伝子解析、ゲノム解析、プロテオミクス、RPPA、アミノ
インデックス等の分析を実施する。さらに、がんを発症していない
未病期の研究協力者から唾液や血液等の提供を受け、同様の分
析を実施する。これらの検体データを集積し、集積した検体のデー
タベースを解析することで、超早期のがん診断法の開発を実施す
る。解析結果については研究協力者にフィードバックを実施するこ
とで、これら新規解析方法によるデータの重要性や倫理的な課題
についての知見も集積する。
これらの集積された検体データベースのデータは、医薬品・診断薬
企業のゲノム創薬や医薬開発などにおいて重要なものであり、将
来的にゲノム関連産業の研究開発のプラットフォームとなる事が期
待される。【政策課題Ⅰ】

84 国際 新規

先端科学技術に基づく医療機器や新化学材料に基づく製品・食品
などの有効性と危険性を、科学的解析と定量的評価により、コスト
も考慮した安全基準を構築、導入するレギュラトリー科学を実践す
るセンターを構築する。

先端科学技術によ
る医療機器・化学
マテリアルのレギュ
ラトリー科学評価解
析センター（計画番
号56  学術領域番
号16-7）

京浜臨海
部ライフイ
ノベーショ
ン国際戦略
総合特区

新規95 4国際

経済産業
省
厚生労働
省
文部科学
省

横浜国大未来情
報通信医療社会
基盤センター、安
心・安全の科学
研究教育セン
ター、自然科学系
３社会科学系１研
究院、横浜市大
医学研究科・附
属病院、PMDA、
NICT、オウル大
学、CWC日本


	Sheet1

